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社会教育労働・労働者論の基本視角

一住民諸階層の学習要求・課題を基礎として一

山田定市

1.課題の設定

これまでの社会教育論を方法的・内容的に豊富化するにあたってはさまざまな諜題があるが，ここで

主題とする社会教育労働・労働者論は，その中でもとくに重要な課題のーっとして位寵づけること

ができる。それは，直接には従来の社会教育職員論とかかわるのであるが，それをあえて社会教育労働

・労働者論として新しく設定するに際しては，大要次のような三点にわたる契機によってし倍。

第 lに，これまでの社会教育職員論の多くは，ひとつには，制度論的な枠組みの中で議論されてきたと

いえる。それは，社会教育自体を主として公自句社会教7ぎないし社会教育行政の枠内で設定してきたこと

と密接に関連しており，社会教育織員が制度的にどのように規定されているか，ということを議論の

起点に据える場合が多かったからである。いまひとつの問題は，社会教育職員の性格をめぐ、る実践的提

超が，それ自体その本質に迫る重要な論点を含みつつも，十分な理論的検討の機会を与えられ深められ

てこなかったといえるからである。このことをふまえて，これまでの社会教育職員論について批判的に

検討し，その克服・発展させるべき課題を明かにすることがまず必要で、ある。

第2に，これまでのいわば制度論的な社会教育職員論を克服，発展させるうえで重要なことは，住民

諸階躍の労働・生活過程に根ざした学習要求ないし学習課題の実現過程としての学習過程に着

目し，そこにおける社会教育労働の形成過程を解明することである。従来の社会教育職員論の枠組

みと内容を社会教育労働・労働者論として再構成するのも，このような意思に立つからにほかならない。

社会教育職員の性格や役割を，単に制度的規定に依拠して論ずるのではなく，その社会教育労働の歴史

的形成過程を学習主体の学習過程との関連において解明し，そのこと会通して，社会教育労働の内実と

構造，社会教育労働者および社会教育関連労働者の存在形態と役割を明かにしようとするものである。

このような視点に立つならば，その考察の範囲は，単に社会教育労働のみにかぎられるものではなく，

広く教育労働，教育関連労働にも及ぶことになるO ここでは，社会教育労働・労働者論と学習内容論，

学習過程論との統一的な展開がめざされることになり，その際，方法論的には，教育労働論，公務労働

論，地域経済論，社会資本論との関連をぬきにすることができな¥"0

社会教育労働・労働者論を社会教育論の根幹のーっとして総合的・統一的に展開するさいには. ¥， 、わ

ゆる社会教育施設論を視野に入れなければならない。この点合第3の視点として指摘することができるO

このことに関しては，たとえば公民館論の中で公民館主事の役割が論じられるなど，いわゆる施設論と
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職員論とを関連づけた議論はこれまでにも少なからず存在したが，それはあくまでも社会教育専丹施設

としての役割の範関内における議論にとどまり，社会教育施設が地誠社会の中で広く果している諸機能

を解明し，さらに地域社会に存在する諸施設が，直接的・間接的に果している教育的諸機能，などにつ

いて総合的に解明するまでにはし、たっていない。ここで新たに求められる視点、は，労働の社会イL生産

の社会化，さらにそれらを基礎とする生活の社会化を視点、に据えた社会資本の形成と関連づけて，社会

教育施設の形成過程を実証的に明かにすることである。具体的には，一方で学校教育施設が規野に含ま

れると向時に，他方では，農業改良普及所，農協，生協.~どはじめ各種の地域・集落・集会施設などと

の関連のもとに，社会教育施設の役割と構造について総合的に検討されなければならない。

2.社会教育職員論をめぐる主要な論点

いうまでもなく，ひとり社会教育職員論にかぎらず，ひとつの主題についての議論の系譜を検討する

場合，その内容にわたる論述が不可欠であるが，その検討結果についての具体的論述は他日を期し，こ

こではさらにその要約にとどめたい。

社会教育職員識をめぐる議論が活発になる一つの契機が. 1959年の社会教育法「改正Jにあったこ

とは否定できなL、。いわゆる「大改正Jにおける社会教育主事の規定が，その後の社会教育主事を主軸

とする社会教育職員のあり方を現実的に条件づけることになったからである。その意味では，部慶論的

な社会教育職員論が，その論拠においてある緩度現実的基礎をもってし、る，という点では一定の有効な議

論で、あったといえるが，議論の領域があまりにも制度的規定に粋づけされたため，その内容や構造にい

たる深められた議論には容易になりえなかったのである。

この議論の発端は，直接には，社会教育法第9条の3項にある.r社会教育主事は，社会教育を行う者
に専門的技術的な助言と指導を与える。fRし，命令及び監督をしてはならなし、Jとしづ規定にもとづい

ている。当然のことながら. r社会教育を行う者j とは誰であり，それらに対する社会教育主事の「専

門的技術的な助言と指導Jとは何かが問われる。しかし，法制的にはそれ以上の規定はなく，立法者側

の説明として，やや比愉的に，社会教育支事は. r学校教育における指駐事と併び称されるものp~
いう軽度の説明にとどまっていた。したがって，その後の議論の一つの流れは，このような制度的な規

定とその枠組みを前提として展開されることになる。議論の主題の性格上，社会教育職員，より直接的

には社会教育主事の「専門性Jをめぐる議論がその中心をなすことになる。 r専門性」についての実に

多彰な議論がそれぞれの論者の個別的見解として展開されるのであるが，その内容や構造にいたる論述

としてはきわめて不十分な段階にとどまらざるをえなかった。

Lかし，その中で，継承・発展させるべきいくつかの論点、があったこともたしかである。たとえば，

津高正文氏は，すでに「大改正」に先だって社会教育をめぐる対抗関係を基礎に据え，そのもとにおけ

る社会教育職員の限界性を指摘するとともに，社会教脊職員が真に住民の教育・文化運動の fよき協力
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者Jとなることをそのあるべき方向として提示しtJ，九のような津高氏の指摘は. i大改正J以降の社
会教育職員論の発燥の一つの契機となった，といえるO とりわけ，その後の議論の展開の中では，いわ

ば制度論的な社会教育職員論が依然として有力な議論の流れを形成しつつも，そのような議論の限界を

験 (4)
指摘し，社会教育職員の専門性を教育実践をふまえて拐かにすべきことが多くの論者こよって指摘されtc;

そしてこのような議論を通して，社会教育職員のニ霊的性格が，社会教育政策を軸とする社会教育をめ

ぐる対抗関係の中で掘り下げられ，その意味において，制度論的な社会教育職員論の一定の児服捕まかられ

たことは.1960年代における議論の一つの収穫であった，ということができる。

社会教育職員の性格をめぐる議論の中で、いま一つ重きをなすのは，実践現場からの提起である。し、ゎ。)
ゆる下伊那テーゼに代表される提起がそれであって，ここでは，公民館主事について.i教育の専門職J

と「自治体労働者」とのニつの性格の統一と学習内容の体系的な編成，学習活動の系統化，組織化が実

践的に提示された。この提起は，その後の社会教育実践に大きな影響を与えると問時に，社会教育職員

論を理論的に深めるうえでも重要な契機となった。間もなく発表された島田修一氏の論文 f公民館主事

専門化の条件l}.cどはその理論的・実践的成果といえるものであり，社会教育職員〈とりわけ公民館主
事)の専丹性とその実現のための諸条件についての解明において一定の前進があった。

1970年代に入ると，社会教育職員論もそれぞれの立場から論点が一段と明確化されるが，それは，

まさに社会教育職員をめぐる対抗関係の激化を現実自情景とするもので、あったといえる。

この時期の論議の発端ともいうべき今村論文は，社会教育行政の立場から，いわば制震論的な社会教

(7) 
脊職員論の再提起，再編成を主張するものであった。今村氏の提起は，社会教育職員(主として社会教

)の職務について，あらためてその法的規定に依拠してみずからの見解を展開し，その内容

としては，いわば教育方法・技術的内容にかぎり教育内容にかかわる事柄を排除することを主張する。

これは今村氏の発想・方法からすれば当然ともいえるが，社会教育職員論としては実りある提起にはな

りえない性質のものであった。当然のことながら，このような今村氏の提起に対しては少なからぬ反論が

今(8)
寄せられたが，議論のずれちがし、を免れることはできなかった。むしろ，ここでは内容と無縁の制度論

的な職員論が根強く存在していることと，その意図と背景に注呂すべきであろう。

さて. 1970年代の社会教育職員論のいま一つの系譜は，社会教育をめぐる対抗関係を基礎に社会教
(9 ) 

脊職員の専門伎の性格と構造に関する分析・展開としてみることができる。このような議論の中で，社

会教育政策の展捕のもとにおける社会教育職員の職務内容，とりわけその専門性については，かなり掘

り下げた考察がなされたといえるのであるが，それはいみじくも宮坂広作氏が指摘するように， iその専

門性の具体的内容を解明することにおいてきわめて不十分j九あり，そのかぎりて制度論的社会教育職
員論と大差ないものであったといえる。

このような議論の系譜の中で，主として島出修一氏による社会教育労働論は，社会教育職員の職務内

容を労働論として展開しようとする点において新たな論点、を示すものである。島田氏はすでに 1975年

ごろから社会教育労働論としての体系化の試みを示しているが，最近における論旨のやではとくに次の
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点、が注目される。すなわち，島田氏は，社会教育労働女性格づけようとする際にどうしてもその前提と

仰
なる社会教育そのものの概念について，これを「成人の自己教育活動を組織するいとなみJと規定し，

それを担う社会教育労働は「①学習活動のための条件の整備，②学習活動の展開にかかわる援助，@自

問
立的な自己教育活動の創造への援助」とL、う 3つの領域においてとらえることができ，それらが総合的

な性格を示している，とする。そして，さらにそのような社会教育労働は公共性を有しその意味におい

て公務労働として位寵づけられることになる。しかもこのような公共性は，単に公教育制度に根拠を持

側
つからではなく r学習要求の発掘と組織化→学習活動の組織化とその展開」とし、う過程において「学

習者と職員が，教育労働を共同的に創造Jtているとみなすo社会教育労働に関するこのような性格
規定は，社会教育労働の内容に踏みこんだ論点として注目に値するO しかし，ここにおしぺも「住民の学習実

(15). ._ ._̂ . _. _ ~. _. . .. _ _ . ... (16) 
践と社会教育職員の教育労働」とはそれそれ別個の存在であって，両者会つなぐ共通の規定はなし、。そこ

(1引
で，両者の内的関連について教育労働を基軸に解明することが新たな課題となるのである。

さて，以上，概括的にのべたように，これまでの社会教脊職員論の系譜の中では，とくに島田氏らの

提唱すら社会教育労働五命が継承すべき論点を含んでおり，それは教育実銭を通しての現実の委譲にもこ

たえる論点ともいえるのであるが，これをあらためて社会教育労働・労働者論として構築するためには

新たな理論的枠組みが必要で、ある。

a社会教育労鶴・労骨者の形成・康問構造

(1) 住民諸階層の学習婆求の形成条件一貧国化と労働の社会化を基礎にー

社会教育労簡の形成・展開は，学習主体としての住民諸階層の学習要求をぬきにして考えることはで

きない。学習要求の形成については，さまざまの契機と条件がありうるが，ここでは，その契機と基礎

的条件を住民諸階層の労働・生活過程の中に存在するものと理解し，そのような学習要求の高まりと組

織化の条件を住民諸階爆の貧国化と労鶴の社会化に求める。この場合，貧困化については，次のような

同
枠組みを措定する。すなわち，それは資本主義社会における生産力の社会的水準に条件づけられた労働

者(に代表される住民諸階層)の生活諸条件を基礎として，賞弱化の構造を明かにしようとするものであ

る。その枠組みは，生産力水準によって裏うちされた可能的な一般的生活諸条件の水準と労働者の現実

の生活諸謝牛との格差が拡大する，とし、う労働者の生活状態の変化の市こ貧困加構造をとらえることに示され

る。し、し、かえれば，生産力水準に襲うちされてより豊かな生活が実現可能であるにもかかわらず，その
([9) 

ことが資本蓄積運動によって阻止され低い生活水準にとどまっているとし寸状態，とみることができる。

このように措定された貧国化は，単に生活諸条件の量的格差にとどまらず，その構造的歪曲，生活内

容の荒廃，破壊などのいわば質的・構造的内実を含んでいるO さらに，その生活諸条件の中には，教育，

文化，芸術，福祉，など健康で文化的な生活の実現にかかわる生活諸条件を含む。その中て教育にかぎ

っていえば，住民諸階層の学習要求の の高まりにもかかわらず，その実現に必要な諸条件が
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低い水準にあるということ，また教育・学習内容が住民諸階!替の要求する内容と議離していること，な

どを教育・学習にかかわる貧困化の内実として認識することができる。し、いかえれば，住民諸階層の学

習要求を実現するための物的基礎条件としての生産力水準の高まりのもとで，現実の教育・学習内容が

低い水準・内容にとどまるという構造の中に，教育にかかわる貧困化の内突をみることができる。

また，教育・学翠要求の高まりの基礎には，労働の社会化の進展のあることも重要な説点、である。労働

の社会化の内実についてはさまざまな視点、から認識することができるが，このことを基礎として労働・

生活にかかわる学習要求が高まると同時に，さらにそれらが個別的要求から集部的・社会的要求に組織

化される傾向が注目されなければならない。

さらに.貧国化の内突を以上のように認識したうえで，その階層的・地域的累積の構造にも着目しな

ければならなし、。まず，貧困化の措層的な累積に関していえば，貧困化は労働者階級に関しても決して

一様に進行するわけではなく，主として相対的過剰人口の累積を基礎に，それは階層的に累積し社会問

題として深刻化する。たとえば，江口英一氏らによる「低所得・貧国勝Jの規定とその笑証的分析はこ
仰

の点を浮き彫りにしている。また，その階層的累積は，労働者措級だけでなく農漁民，都市自営業者層

などの勤労諸階層を含めるときには，一躍深刻であり複雑となる(とくに自営業者層の内部では階層分解

を伴う)。

貧困化は地域的にも累積する。その背後には，都市と農村の分化・対立，資本蓄積にともなう地域経

済の不均等発展の貫徹がある。さらに，社会資本投資の地域的不均等がこの傾向を拡大する。現段階の

地域住民の生活諸条件の中で，生活の社会化を基礎として，し、村今る社会的共同生活手段などをはじめと

する社会資本投資がますます重きをなすようになっているが，それ自体，資本蓄積法制のもとではし、わ

ゆる資本効率に条件づけられて，生産力，生活諸条件の地域的不均等を拡大する。地域住民の生活諸条

件の地域格差が範大L.住民の貧困化が地域的に累積する。

以上のべたように，住民諸階閣の貧困化は階層的・地践的に累積するが，このことは，舞踊化が単に

特定の階層，特定の地域の住民にかぎられることを意味しなし、。そのような貧困化が資本蓄積の対極に

おいて進行するとしづ認識に立つならば，貧国化は階層的・地域的に累積しつつ，さらに全階層，全地

域にわたって構造的に進行するとみなければならなL、。

このように，貧富化を住民諸階層の生活状態(生産・労働を含む広義の生活)の構造的把握の枠組みと

してとらえたうえで，住民諸階層の学習要求の高まりを貧困化の内実の一環としてとらえることが重要

である。以下では，このような視点に立って，社会教育労働・労働者の形成過程を考察する。その際，

従前の社会教育職員論にみられるように，学習主体をたんに住民ト散)としてとらえるだけでは不十

分であって，住民を階層的視点、に立って摺屋したうえで，地域問題の一環として分析することが必要で

ある。このような階層・地域にかたる具体的分析の統合のもとで，はじめて社会教育労働・労働者の形

成・展開構造が全体的に明かにされることになる。以下では，そのような分析の一環として，農業・農

民に焦点、をしぼって，そこにおける社会教育労働・労働者の形成・脚苦構造の分析の枠組みを提示する。
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(2) 社会教育労働・労働者の形成過稜ロ震溜構造一農業・農民を中心にー

社会教育労働の形成・展開が住民の学留要求に根ざすとLヴ視点、に立つならば，ここで対象とする農

業・農民について，その学習要求・課題とその基礎構造が考察の前提となる。その詳しい論述はここで

は行わないが，社会教育労働の形成・展縄にカかわる基礎知牛として，まず地域農業の重層構造について

ふれておかなければならなし、。

臼本農業の生産力構造は，おおむね「高度成長j期以降，急激な変貌をとげてきたが，その基軸にな

ったのは農業機械化であり，そのもとで，農業生産手段と農業労働力の結合様式=労働様式を大きく変

えた。それは，一面では，農民的農業の発展の可能性を拡大したが，現実には，農業生産力構造がいち

じるしく査曲され，生産力の不均等発展が，個別農民経営内，措!審問，生産部門関，地誠間などにおい

て拡大した。食糧自給率の急激な落ちこみ，農業生産をめぐる地域的分業の一面的展開，農業経営の単

一化，農業・農村労動力の急激な流出，農家経済の破壊，離農・離村などは，農業生産にかかわる農民

の貧開化の内実を示しているO

しかし，他方，農業技術・生産力の発展のもとで，農民的生産力の発展の可能性が，農業における生

・労働の社会牝な基礎として拡大していることもたしかである。図 lは，農業機械化合基軸とする農

業技術・生産力の発展と，そのもとにおける農業生産手段と農業労働力の結合関係の変化を示している。

この過程は，農業における生産の社会化，労働の社会化が，個別農業経営における家族協業を基軸とし

つつも，部分的には，その粋をこえて分業・協業が進展し，持誠的・集団的生産力を形成する過程とし

てあらわれていることを示してしも。このような生産・労働過程の変化の中で，苅誠農業の構造が変化

臨1 農業機械化と労働過程

技術段階 〔道具段階) (技術的機械化) 〔機械体系段階〕

<生産手段> 機械・施設

{^~.:鳩機具{ ー糊施設人力・畜力農機具

労働対象の化学化・装霞化

<労 樹 力>
家族労掛カ {家族労働力 {家族労働力

(雇用労働力(雇用労融カ) 専門・自立化した雇用労働力

く労働過程>
家族協業 家族協業

家族協業→(分業・協業の展開)→{ →{ 
経営問協業 地域的労働嬬成

農業生産力段暗
個別的生産力形成

個別的生産カ形成→{ 力ーヲ <併存・関連>
地誠的・集団的生産力成

しつつあることに往践しなければならなし、。歯 2は，その基本的枠組みを示している。ここでは，地域

農業の構造が偲別農民経営のレベル，集落レベル，市町村自治体レベルに対応した三重構造として認識

することができる。このような苅誠農業の重層構造を基礎にして，地域農業の蒋舗をめぐる対抗関係が

激化するが，そのような中で農民の主体的性格が変化し，その学習要求・課題が展開することになる。

-48-



関 2 地域農業の叢繍構造

市町村自治体，農協，土地改良区，農業共済組合，農業改良普及所，教育委員会，

農業委員会，など

個別農民経営(農民家族)

国3は，この関連を示している。ここでは，農民の主体的性格が，労働主体，経営主体，生活主体，統

治主体，変革主体およびそれらの累重的構造としてとらえられているが，さらにその相互の内的関連の

解明が学習嬰求・課題の展開との関連で必要とされる。

国3 地域農業の発展と農民の学習課題

農業構造・農業問題

-農業設衡の発主車線人カ・高力段階→機械化段階

，・幾民的家族協業の発展
・分業・協業の発展1

・経営問共向労働〈協業・分業)の形成・民総

f・農民経営を基礎とする農業生産カの発緩

i 吋地滅的・集団的生家カ形成
・農業生産力の発展{

1.農業生産力構造の内部矛盾の深化

1.社会的生渡力の961擦とその民主約統制の必然性

.農民経営の務長経済イヒと農業市場の発展

・商業的幾梁 1 • s華民労働カの綴品化と士制議労働市場の展開

の発展と重量{ 労働市場への農民労働力の匂摂

民層分解 | ・分解基軸の上昇
・農民鱒分解の遂行{

-幾民経営の多簡的発展の可能性

!・生活構造の変化
.農民生活の構造i

t・生活の社会化
変化と貧磁化 i 

・兼業化の進行.藤盛

1 ・重量民生活の重量磁化

・地減産業の構造変化{・地域産業の生産カ構造の変化

と湾総成，蝿減問題4・地域産業の蒋綴成=地法政策の推進

の深化 1 .地滋濁霊童の深化

・階級構成の変化一労働者階級の埼大・成長，農民層分解の深化

.住民議織溶の禽鼠化

-階級的矛康・対抗関係の激化

.資本主義の構造的危機の深化

構造的不況，腐朽化，軍事化

学 習 課 童書 :農民の主体的性格

-専門的技能形成

・農民労働力の
I .労働能力の総合約な発展(労働編成能力の発展) 1労:

陶治
1 .農民的技術の創造・改良 j働

・芸品問労働の民主的編成能力(生産組織主 f

i・社会蝕産カり糊j能力(土地利用 a管理など) I体

ー農民的生産力( .労働力.生度手段〈土地.機械・縫設)の農民約結

形成およびそi合編成 i 経 s
れを騨け1・幾民経営の自主的民主的編成 i 営
る農民緩営の1・療業市場の民主的(農民的)編成(偲格機争，共級.1 主

発展 | 産磁運動など 体 J

[・地域的・集陸釣農業生淀カのl~ :tJt; (主主民的)縦自立と
・地成農業の民i

4 民主的統御
'l'.的発展 i 

i・農業共同組織〈生E量級滅・農協など)の民主釣運営

・援民生活の充 f・策関同とと生活課題の解籾

実・向上 1 .生活内容の自主約・民主院編成

-地繊産業・地域社 ・均衡のとれた地援康業の発展司主泌総条件の経流

会の民主的発展 1・地緩的生産力・地域経済の民主的統御・計磁イヒ

・民主的運動綾織(労働組合，農民総合など)の発展

・地方自治体.地成議機首曜の民主化(民主的運営)

・地域における住民諸糖磁の連帯と共I同行動二二地綾民主主義運動の発展

・理誠・職場に根ざした共i司学習運動の発展ェ住民議F皆閣の個別的・集

節約芋沼運動

・民主的蝿誠政策，地獄計画の礁立

・日本経済の民主的穐建守その一環としt丹農業の民主的・農民的発展 1

生

活十

主 4

体 J

統 J

治 t

主1

1事

望E

/革

'l'. 

経済民主主義の発展z統治力畿の苦蓄積一 1 

・資粧義の変革 1 

J 体

/ 
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さて，以上のべたような農業構造の変化とそれを基礎とする農民の主体的性格の変化，農民の学習課題の巌

開のもとで，社会教育労働がし、かに形成されるかについて解明することが次の課題で、あるo関4はその枠組

関4 社会教育労働の形成過程(農業を中心に)

労働 IT"'¥ .•. 協業→

紅会化¥ |個別農業労働→家族協業→共同労働の社会的展開

農業生産労働

分↓

業 経営内分業

↓↓  

社会的分

正農業関連専門労働ヘ

( i試験研究労働 1 
I i教脊関連労働 i 
ト教育専門労働 / 

¥(社会教育労働 )j

rfl&b.. 

鵠ぷ持¥
再選P34をぬ

、~~;ß. め
示身・議?指
・梼磯急対

'..1焚 tJjiJ

を示したものである。この闘を基礎にして次の諸点を明かにしておかなければならなし、。すなわち，(1)

社会教育労働(さら問主教育労働)は，住民諸階層の生産労1動(さらには生活にかかわる労働)を基礎と

して，その協業・分業の展開の過程で形成される。 (2)それは，当初は，住民諸階層の個別労働を基点と

して，やがて部分的に共同労働が形成され.さらにその中で専門労働として自立化し，社会的分業の中

にくりこまれる。したがって，教育労織は研究労働や他のさまざまな生産労働(およびその他の社会的

労働)との社会的関連をぬきにしてはなりたちえない。このような性格を持つ社会教育労働について，

その存立様式の枠組みを図式化すれば図5のようになろう。ここでは社会教育労働が，社会教育専門労

図5 社会教育労働の重j嘗構造

社会教育専門労働

社会教育関連労働

働を基軸に重層構造として把握される。しかし，

このことは，従来いわれてきた社会教育活動ない

し社会教育実践をすべて社会教育労働として性格

づけようとすることを意味するものではなし、。そのよう

な広範な社会教育活動に内在する労働としての側

面に焦点、をあてて構造化したものにほかならなし、。

次に，このような社会教育労轍の担い手につい

てみるならば，大婆図6のようになろう。社会教

育専門労働者については説明を要しないと思うが，

ここでし、う社会教育関連労働者の中には，農協職員，農業・生活改良普及員など，関連する輯広し鳴櫨訪:

含まれることになる。また住民諸階層の活動につl、ては，幅広く多様な社会教育活動が対象となるが，やや制

度化されたものとしては，社会教育関係の各種委員活動， PTA活動などの中に，労働の担い手としての性格
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さて，社会教育労働・労働者についてこのような関連構造を

明かにすることにより，社会教育労働の担い手z社会教育職員，という従来の社会教育職員論の一面的規

定を克服し，社会教育労働・労働者の性格を構造的に明かにすることができるが，さらにこのことと深

くかかわる社会教育施設の存在形態にも着目しなければならなL、。

その概要は摺?に示したようになるが，このような関

連構造の中で，社会教育専門施設の重要性がいっそう浮

図6 社会教育労働の担い手

の重層構造

社会教育専門労働者

社会教育関連労働者

住民諸階層(学習主体)

闘7 社会教育施設の叢繍構造

社会教育専門施設

住民の生産・生活にかかわる地域・
集落の共同施設

4結雷

を見ることができょう。また，図6と岡5とは大枠におし、て照応し

つつさらに相互にいりくんだ構造を形成することになる。

また，図5.国6に示される重潜構造は，同時に，大枠とし

てその形成過程の歴史的段階に照応するといえるが，決して機

械的に対応するものではなし、。この点、については，くわしい実

証的分析が必要である。

き彫りにされることになり，図 5.図6に示した，社会

教脊労働・労働者の形成・展開構造と関連づけて分析す

ることが求められる。その際，分析の視点、として公務労

働・労働者論，社会資本論，地域経済論などとの関連が

重要となろうO

小論では，社会教育をめぐる理論的・実践的諸課題の中で，社会教育労働・労働者論に焦点をしぼり，

その新しい分析視角ないし理論的枠組みを示すことを主限とした。それは社会教育労轍・労働者論が社

会教育論の展開の中で，その根幹をなすと考えたからにほかならなし、。

そして，それ自体として広い範閤にわたる社会教育労働・労働者論の中でも，とくに学習主体として

の住民諸階層の生産労働(およびその他の社会的労働，生活にかかわる労働)との内的関連構造の解明

に重点をおいた。そのことを通して，従来の社会教育職員論，社会教育労働者論が社会教育職員の職務

内容・労働を単に自立的に独自の領域において位置づけ，その枠を出て展開することができなかった，

ということを克服し，社会教育労働・労働者論の新たな構築にあたっての主要な論点宏明かにすること

を試みた。

もとより，小論の論述内容自体がいわば作業仮説的であり，その実証とより精徽な論証は今後に残さ

れるが，ここで示した論点は，ひとり社会教育労働・労働者論の枠に限られるものではなく，ひろく教育労働

・労働論の展開にも資する論点を含んでいると理解している(たとえば，従来の教育労働論では，教育

労働者の一員としての学校事務労働者の性格と役割を十分に解明することはできなし、。学校教育におい

'
a
i
 
zu 



。。
ても教育労働の内実についての豊富化を可能とする分析視角が求められている)。むしろ，社会教育労

働・労働者の性格と構造の分析を通して，学校教育労働・労働者論を発展させる新たな論点と内実を提示できる

と考えられる。同様のことは，公務労働論や社会資本論，地域経済論などにつしそもし、えるO さらに，学留主

体に却してし、えば.農業・農民・闘すを対象とする分析はそれ自体間有の課題であると同時に，農業以外の産

業，労働者をはじめとする勤労諸階層，都市における教育・学習運動をめぐる諸課題についても多くの

(22) 
新しい論点を提示できるであろうO

そして，このような社会教育労働・労働者，さらには教育労働・労働者の性格と構造の解明を基礎に，

あらためて社会教育労働・労働者.さらに教育労鶴・労働者の導門性の内実が明かにされ，それを民主

的，制度的に保障し拡充することの意義と，その実現のための条件が明確にされなければならなし、。

(付詑) 小論は 1983年度目本社会教育学会研究大会における自由報告「社会教育労働・労働者論の

課題」を基礎にして，さらに論点、をしぼり，内容的に補強したものである。
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ω 宮坂広作「社会教育職員専門化論の批判的再検討…学説史的屈顧と展望-J (r東京大学教育学
部紀要J.第19巻. 1979年，所i奴)， P. 92 

ω 島問修一，藤岡貞彦繍『社会教育概論J( 1982年，青木霧庖).P. 2 
間 島田修一「社会教育織員論研究の課題J(社会教脊推進全国協議会『社会教育職員像の民主的創

立J.1982年，所収)P. 7 

制島田，向上， P. 11 

ω 島a.向上， P. 11 
同島田，同上， P. 7 

ti6) 島田氏の論述の中には，本文でもふれたように f学習者と職員が，教育労働を共同的に創造」す

るという叙述があるが，このように学習者が教育労働の創造にかかれるといっても，それは，織員

の担う教育労働についてであって，学習者をとくに教育労働の担い手として位霞づけているわけ

ではなし、。

間 このことについての論理的脈絡が明かになれば，たとえば，社会教育の学習内容にもとづく専門

性を主張する宮坂広作氏が，島田氏への反論として，社会教育職員といえども住民の生活に深く入

りこむことはできない，と批判していること，さらに宮坂氏自身が学習内容にもとづく専門性を提

唱しながら窮極的にそれを否定する矛盾した論理をのべていることなどに対し，すれ違いとならな

い有効な批判を示しうるであろう。なお，宮坂氏の論述については前掲論文言ど参照されたし、。

同 ここで前提とする貧困化の内容については，山田定市『地域農業と農民教育 J( 1980年，日本

経済評論社)た参照されたい。

同 このような愛国化の枠組みを図示すれば次のようになる。
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貧罰化の槍図

f改善j口これまでの会
限化論における f絶対的
食劉化Jの否定の f事実j

付図

生
活
諸
条
件
の
水
準

歴史的時間T2 τl 

注:高橋秀直氏のずF図に加筆

この点については，江口英一F現代の「低所得層J(J二・中・下)J (1979年，未来社)，江口(20) 

英一鋪著『社会福祉と貧困Jl( 1981年，法律文化社)などを参照されたし、。

教育労働論については，小論の主題にかかわらぜて論述することはできなかった。ただ，小論に(2n 
おいて(社会)教育労働を他の生産労働とかかわらせて重層的にとらえるという視点、は，たとえば，

芝田進午氏のいう教育労働を生産労働との統ーとして展望し，教育専門職を止揚さるべき歴史的カテゴ

リーとしてとらえる，という見方とは基本的にことなるO この論旨は，ひとり教脊労働にかぎらず，資本

主義的分業の止揚と分業の止揚との混同をふくんでいる。むしろ事態の推移は逆であって，教育労

働・労働者をめぐる重層構造の展開は，教育専門労働者の役割を一層高めるO

これらの論点をふくめて教育労働論の批判的検討は他臼を期したし、。なお芝田氏の論説については，

芝田進午著『教育労働の理論Jl( 1975年，青木書!吉)を参照されたい。

げんに小論の分析視角は，別の機会に行なった協同組合労働についての考察に負うところが少な(22) 

くなし、。この点、については，山田定市 f生活問題の現段階と協同組合J(日七海道大学教育学部紀

1983年，所収)を参照されたし、。
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